
育児・介護中の働き方 

 

子育てや介護をしながら働く人がどのくらいいるか、ご存じだろうか。厚生労働省の「就

業構造基本調査」によると、育児をしている労働者は、２０１７年で全国８８１万人、三重

県１２万５０００人。介護をしている労働者は同年、全国３４６万人、三重県４万６０００

人となり、いずれも５年前と比べると１～２割増加している。 

 子育てや介護をしながら働く人は増えているが、介護や看護を理由に離職する労働者も

増えている。同省の「雇用動向調査」によると、１９年の１年間に「介護・看護」を理由に

離職した人は、全国で１０万人と、１０年前の２・２倍となった。 

 時間と費用をかけて育成した労働者が、子育てや介護を理由にやむを得ず離職すること

は、人材流出や人手不足の深刻化など、企業にとって大きな損失となる。 

 こうした中、育児・介護休業法施行規則等が改正され、２１年１月１日からは労使協定を

締結することにより、１日の所定労働時間が４時間以下の労働者を含む全ての労働者が、

「子の看護休暇」及び「介護休暇」を時間単位で取得できるようになった。 

 育児・介護中の労働者の離職を防ぐためには、事業主は労働者が仕事との両立ができるよ

う、これらの制度面の充実に加え、子の看護休暇・介護休暇を取得しやすい職場環境づくり

が求められる。また、個々人の状況に応じた柔軟な働き方を実現させることも重要だ。 

 厚労省は、仕事と家庭生活の両立ができる職場環境づくりに取り組む企業に対し、「両立

支援等助成金」を支給するなど、さまざまな支援を行っている。これらの支援策をうまく活

用しながら、育児・介護中でも、仕事と家庭の調和のとれた働き方ができる社会が実現して

ほしい。 
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